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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側より順に、プラスチック材料から成る第１レンズ、絞り、プラスチック材料から
成る第２レンズを具備するレンズ系から構成される撮像レンズであって、
　第１レンズの第１面が凸面、第２面が凹面で構成され、第２レンズの第１面が凹面、第
２面が凸面で構成され、レンズの各々の面が非球面で構成されかつ第２レンズの第１面が
色分散機能を発揮する回折光学面であり、以下の条件式（２）を満足することを特徴とす
る２枚構成から成るＦ値が３以下の高性能大口径比撮像レンズ。
ただし、
（２）０．０９＜Ｄｅ／ｆ≦０．１５５
Ｄｅ：第１レンズ第１面及び第１レンズ第２面のそれぞれの有効径に於ける光軸方向の距
離
ｆ　：全系の焦点距離
第１レンズおよび第２レンズの物体側の面を第１面、像側の面を第２面とする。
【請求項２】
　基準点から物体方向を負、像面方向を正とする座標系において、各光学要素が以下の条
件式を満足するように構成されてなることを特徴とする請求項１記載の２枚構成から成る
Ｆ値が３以下の高性能大口径比撮像レンズ。
（１）－０．１１＜（Ｌ／Ｒ）／（Ｖ１／Ｖ２）＜－０．０７
ただし、
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Ｒ　：第２レンズ第１面の平均曲率半径
なお、平均曲率半径とは非球面の光軸方向の変位を最小二乗法で近似した球面の曲率半径
を表す
Ｌ　：絞りから第２レンズ第１面までの距離
Ｖ１：第１レンズ材料のｅ線のアッベ数
Ｖ２：第２レンズ材料のｅ線のアッベ数
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、携帯電話等に搭載されることを目的とする小型撮像レンズに関する
ものであり、白色光等の広帯域光で且つ広画角の物体を撮影するための２枚構成から成る
Ｆ値が３以下の高性能大口径比撮像レンズを提供するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年撮像レンズは写真フィルムからＣＣＤやＣＭＯＳなどの撮像素子への移行に伴い小
型化が急速に進み携帯電話等への搭載が可能となり大量消費による低価格化の要求が強ま
る一方、極端な薄型化や電子式受光素子のための光線入射角度の制約等の技術的課題も満
足しなくてはならない。
【０００３】
　さらに、近年では撮像素子の高画素化が進み特許文献１～３で示すように、２～４枚構
成のガラス又はプラスチックレンズが主流となっている一方、携帯電話等の普及が急速に
進むにつれ低価格であっても高画質を望む市場要求が強くなり、少ない構成枚数でより高
性能な撮像レンズが望まれている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－２９８７１９号公報
【特許文献２】特開２００５－３２６６８２号公報
【特許文献３】特開２００５－２８４１５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来小型で低価格な撮像レンズとしては、２枚の非球面を用いたプラスチックレンズで
構成されたものがよく知られていて３枚構成に比べ生産効率も高く安価に供給されている
が、画質に関しては３枚構成のものに比べ大きな差がある。しかし、３枚構成のものは設
計性能には優れているが２枚構成のものに比べ公差に敏感なため、２枚構成に比べ歩留ま
りが悪く部品コストが高いだけではなく組立コストが大幅に高くなる欠点がある。
【０００６】
　この問題を解決するためにコスト面からみると撮像レンズは必然的に２枚構成に成らざ
るを得ないが、構成枚数が少ないことから広帯域光のための色収差補正が困難であり、高
い空間周波数に対して十分な解像性能を得ることができない。
【０００７】
　本発明は効果的に色収差を補正すことにより、これらの問題を解決し最小構成で高性能
な２枚構成から成るＦ値が３以下の高性能大口径比撮像レンズを提供することを目的とす
るものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に関わる撮像レンズは、白色光等の広帯域光で且つ広画角の物体を撮像するため
の撮像レンズを２枚構成のレンズでもって提供するものであり、次のような特徴を有して
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いる。
【０００９】
　物体側より順に、プラスチック材料から成る第１レンズ、絞り、プラスチック材料から
成る第２レンズを具備する２枚のレンズ系から構成されおり、第１レンズの第１面が凸面
、第２面が凹面で構成され、第２レンズの第１面が凹面、第２面が凸面で構成され、レン
ズの各々の面が非球面で構成されかつ第２レンズの第１面に色分散機能を発揮する回折光
学面が配置されている。
 
【００１０】
　また、前述のような撮像レンズは基準点から物体方向を負、像面方向を正とする座標系
において、各光学要素が以下の条件式を満足するように構成されることが好ましい。
（１）－０．１１＜（Ｌ／Ｒ）／（Ｖ１／Ｖ２）＜－０．０７
（２）０．０９＜Ｄｅ／ｆ≦０．１５５
ただし、
Ｒ　：第２レンズ第１面の平均曲率半径
なお、平均曲率半径とは非球面の光軸方向の変位を最小二乗法で近似した球面の曲率半径
を表す。
Ｌ　：絞りから第２レンズ第１面までの距離
Ｖ１：第１レンズ材質のｅ線のアッベ数
Ｖ２：第２レンズ材質のｅ線のアッベ数
Ｄｅ：第１レンズ第１面及び第１レンズ第２面のそれぞれの有効径に於ける光軸方向の距
離
ｆ　：全系の焦点距離
 
【００１１】
　また、色分散機能を有する回折光学面とは、レンズ面上に回折レリーフを形成し、その
面がレンズ材質の色分散度に比して大となる色分散度を発揮することを特徴とする光学面
のことをいう。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明は広帯域光で且つ広画角の物体を良好に撮像するための撮像レンズを２枚構成の
レンズ系で実現するものである。２枚構成は、広画角に対応するための像面湾曲補正を実
現するために一定のペッツバール和を確保し最適な収差補正を行い、且つ電子式受光素子
に対して最適な入射角度で光が入射するようレンズからの光線の射出角を確保するために
必要な構成枚数である。
【００１３】
　しかし、レンズ構成を２枚構成にすることで光線収差は良好に補正できるものの色収差
補正は不十分で、広帯域光に対して結像映像に色収差に依存するにじみが残る結果となり
より多くの画素を持った電子式受光素子に対して満足した解像度を得られない。
【００１４】
　また、近年受光素子が急速に小型化されることによりレンズ系全体が小型化され、個別
部品精度がそれに比例して厳しくなってきている。これにより量産品質を一定に保つため
に各部品の高精度化と組立精度の確保が要求されるようになり構成枚数が多くなると製造
に困難が伴うようになってきた。
【００１５】
　本発明は２枚構成でレンズ系を構成することにより製造を容易にし、色分散機能を発揮
する回折光学面を最適に配置することで前述の問題を解決し、２枚構成から成るＦ値が３
以下の高性能大口径比撮像レンズを提供するものである。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
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【図１】実施例１に関わる撮像レンズの構成図である。
【図２】実施例１に関わる撮像レンズの収差図である。
【図３】実施例１に関わる第２レンズ第１面に回折光学面を配した場合の回折効率を表す
図である。
【図４】実施例１に関わる第１レンズ第２面に回折光学面を配した場合の回折効率を表す
図である。
【図５】実施例２に関わる撮像レンズの収差図である。
【図６】実施例３に関わる撮像レンズの収差図である。
【図７】比較例に関わる撮像レンズの収差図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施例について図面を用いて説明する。先ず本発明の代表例として実施
例１を詳細に説明する。以下の各実施例においては重複する説明を省略する。
【実施例１】
【００１８】
　図１に本発明の実施例１に関わる撮像レンズの構成図を示す。
【００１９】
　実施例１の撮像レンズは図１に示す通り、物体側より順に、第１レンズ、絞りＲ４、第
２レンズを具備するレンズ系から構成されおり、第１レンズの第１面が凸面、第２面が凹
面で構成され、第２レンズの第１面が凹面、第２面が凸面で構成され、レンズの各々の面
が非球面で構成されかつ第２レンズの第１面に色分散機能を有する回折光学面が配置され
ている。レンズは非球面形成の容易さと最適な分散を得るために材質としてシクロオレフ
ィン系またはポリカーボネート系のプラスチックを使用している。
【００２０】
　本実施例においては、第１レンズと第２レンズとの間に光量を制御するための鏡枠に相
当する仮想面Ｒ３、Ｒ５が配置されその中間に絞りＲ４が配されており、撮像レンズの第
２レンズ第２面Ｒ７と結像面Ｓとの間に平行平面Ｒ８、Ｒ９で構成されるカバーガラスが
配されている。また、図１においてｄ１、ｄ２・・・ｄ９は面間隔を、Ｘは光軸をそれぞ
れ表している。
【００２１】
　なお、レンズ面Ｒ１、Ｒ２、Ｒ６及びＲ７は数１で表される基本となる非球面で構成さ
れ、レンズ面Ｒ６には基本となる非球面の上に数２で表される光路差関数としての回折光
学面が形成されている。
【００２２】
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【数１】

 
【００２３】
【数２】

【００２４】
　また、実施例１の撮像レンズは以下の条件式を満足するような構成になっている。
（１）－０．１１＜（Ｌ／Ｒ）／（Ｖ１／Ｖ２）＜－０．０７
（２）０．０９＜Ｄｅ／ｆ≦０．１５５
ただし、
Ｒ　：第２レンズ第１面の平均曲率半径
なお、平均曲率半径とは非球面の光軸方向の変位を最小二乗法で近似した球面の曲率半径
を表す。
Ｌ　：絞りから第２レンズ第１面までの距離
Ｖ１：第１レンズ材質のｅ線のアッベ数
Ｖ２：第２レンズ材質のｅ線のアッベ数
Ｄｅ：第１レンズ第１面及び第１レンズ第２面のそれぞれの有効径に於ける光軸方向の距
離
ｆ　：全系の焦点距離
以下、本発明の骨子の詳細を説明する。
 
【００２５】
　先ず、本撮像レンズの基本構成は、物体側より順に、第１面が凸面、第２面が凹面から
なる第１レンズ、絞り、第１面が凹面、第２面が凸面からなる第２レンズにより構成され
ており、レンズの各々の面が非球面で構成されかつ第２レンズの第１面に色分散機能を有
する回折光学面が配置されている。
【００２６】
　広画角に対して良好に収差補正を行うためには像面湾曲を良好に補正することが必要で
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あり、像面湾曲補正を目的とし負のパワーをもった面を絞りに近い位置に配置することに
よりペッツバール和を小さくし、負のパワーを有した面を絞りの両側に配置し第１レンズ
の第１面と第２レンズの第２面を凸面にすることにより、系全体が絞りを挟んでコンセン
トリックに近い構成になることでディストーションを良好に保つことが可能となる。
【００２７】
　しかし、２枚構成では軸上色収差に関して補正手段がなく、色のにじみが発生し結果と
して空間周波数の高い領域での解像性能が劣化してしまう。本発明はこの問題を、色分散
機能を有する回折光学面を配することで解決を図ったものである。
【００２８】
　回折光学面は光路差関数で定義される光路差を発生させるレリーフにより構成されるも
のであり、通常ガラスの分散がｅ線のアッベ数で２５から８０であるのに対して同約－３
．５と逆符号でおおよそ一桁大きな分散を示す性質がある。また、ガラス等の一般の光学
材料で色収差を補正する場合少なくとも２種類の分散の異なる材料を組み合わせてレンズ
を構成する必要があるが、回折光学面をレンズに１面配置するだけで前述の大きな色分散
機能を発揮し効果的に色収差補正を実現することが可能である。後述の表８は本発明の実
施例１と比較例として回折光学面が無い本発明に類似した構成のレンズの軸上色収差を比
較したものであるが、比較例のｇ線からＣ線までのスペクトル線の波長における軸上色収
差の広がりが０．０２５ｍｍに対し実施例１の同広がりは０．００６ｍｍと約１／４の大
きさになっており、色収差が極めて良好に補正されていることが判る。
【００２９】
　一方、回折光学面は設計基準波長に対しては回折効率が極めて高いが、設計基準波長を
外れたり光線入射角が大きくなると回折効率が低下したりする欠点があるので、これらの
欠点の影響が出来る限り小さくなるような設計が要求される。
【００３０】
　回折光学面を用いない一般的なガラス等で構成されるレンズ系は色収差を補正するため
に用いられる色収差補正面等の光学要素は絞りに比較的近い位置に配するのが一般的であ
る。回折光学面も同様に絞りに近い位置に配することで軸上、軸外共に色収差補正が可能
である。しかし、実施例１のようにＦ／２．８というように比較的大口径比で画角が大き
くなると光線入射角が大きくなることで回折効率の急激な低下を招き周辺部のコントラス
トを大きく低下させることになる。
【００３１】
　本発明は大きな画角に対応するために絞りから適宜離れた凹面に回折光学面を配するこ
とでこの問題の解決を図っている。前述の光線入射角の変化により回折効率が低下する問
題を解決するためには絞りを挟みコンセントリックに近い面に回折光学面を配することが
望ましいが、本発明の構成では絞りの直後にある第２レンズの第１面に回折光学面を配し
ている。
【００３２】
　本発明の撮像レンズは主に携帯電話に搭載されるカメラ用撮像レンズユニットを想定し
ており、撮像素子が要求する光線入射角の制約とコンパクト化を同時に成立するために、
絞り位置を出来るだけ物体側に寄せることが必要である。しかし、絞りを第１レンズの前
に置くと第１レンズ第２面により上側光線が大きく跳ね上げられ収差補正が困難となるた
め、結果として第１レンズ第２面の近傍に配されることとなる。また、同様な理由により
第２レンズ第２面により撮像素子の特性に合わせて光線射出角を制御するため第２レンズ
の厚みが大きくなる。一方、回折光学素子は分散が非常に大きいため絞りから遠くに配置
すると倍率の色収差が大きくなりすぎて補正が過剰になる欠点を持っている。
【００３３】
　以上のような理由により本発明に於いて回折光学面を配する位置は絞りの直後の第２レ
ンズ第１面が最適であるとの結論に至った。しかし、回折光学面が絞りからやや離れた位
置にあることと色収差以外の光線収差補正との兼ね合いから倍率の色収差に影響が出るた
め、第１レンズと第２レンズの分散を適正にとることによって軸上色収差と倍率の色収差
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を最適に補正することが可能である。
【００３４】
　条件式（１）は絞りと回折光学面の位置関係を表すものであり、色収差をおよび他の光
線収差を良好に補正しかつ良好な回折効率を保つために一定の関係がある。また、絞りと
回折光学面との距離は第２レンズの材料の分散の大きさにより異なり、倍率の色収差補正
の観点から２つのレンズ材質のアッベ数の比Ｖ１／Ｖ２と回折光学面の平均曲率半径及び
絞りから回折光学面までの距離の３要素のバランスで最適値が定まり、（Ｌ／Ｒ）／（Ｖ
１／Ｖ２）の値は大凡一定の値をとることが好ましい。条件式（１）はこのバランスに関
わるものであり、（Ｌ／Ｒ）／（Ｖ１／Ｖ２）の値が大きくなると相対的にレンズ面が絞
りに近づくか面の平均曲率半径が大きくなり倍率の色収差が補正不足となるため（Ｖ１／
Ｖ２）の値を小さくすることで倍率の色収差を最適に補正する必要がある。また、（Ｌ／
Ｒ）／（Ｖ１／Ｖ２）の値が小さくなると前述と逆の現象が起こり、（Ｖ１／Ｖ２）の値
を大きくすることで倍率の色収差を最適に補正しなくてはならない。後述の各実施例によ
れば（Ｌ／Ｒ）と（Ｖ１／Ｖ２）はそれぞれに大きく異なる値をとっても、その比である
（Ｌ／Ｒ）／（Ｖ１／Ｖ２）は－０．０９前後のほぼ一定の値をとっている。条件式の範
囲を外れると軸上色収差補正と倍率の色収差補正を同時に行うことが困難となり、他の収
差補正に悪影響を及ぼすこととなり所望の性能を実現できなくなる。
【００３５】
　なお、平均曲率半径とは非球面形状式で与えられた非球面形状を最小二乗法によって導
出された球面の曲率半径のことを表す。平均曲率半径を用いることは、非球面における近
軸的な曲率半径では屈折面周辺部の形状を正しく表すことが困難で、大きな画角における
色収差に影響を与える絞りから離れた回折光学面の影響と条件式との相関関係をより的確
に表すために有用である。
【００３６】
　条件式（２）は第１レンズ縁厚にかかわる条件で、携帯電話用撮像レンズ等の特に小型
の撮像レンズに特有な制約であり、機構上の制約と性能との関係を表している。本発明が
主に対象としているのは口径比Ｆ２．８前後、最大半画角：ω＝３３°前後の非常に小型
の撮像レンズである。本発明のようなレンズ構成は絞りを挟んでコンセントリックに近い
形状に屈折面が配置されるため一般的に非点収差、コマ収差、ディストーションなどの補
正に有利であるが、撮像素子の要求する光線入射角に合わせて射出光線角を一定の条件に
合わせるため絞りに対してパワー配置の非対称性が大きくなり収差の補正バランスが崩れ
てしまう。それに加え光学回折面が絞りに対して非対称に配置されるため結果として絞り
位置が像面からより遠い位置に配置されるような構成になる。この結果軸外収差補正を良
好に行うためには第１レンズの厚みを薄くすることが好ましいが、前述の使用目的のよう
な場合大きな口径比と広い画角のため相対的に縁厚が薄くなり機構上レンズの厚みに制約
が生ずることとなる。
【００３７】
　また、第１レンズの縁厚を増大させることは、大きな口径比と広い画角の影響により機
構上の制約だけではなく第１レンズ第１面及び第２レンズ第２面の有効径内における法線
角度が増大することなり、特にレンズの成型加工上の問題を引き起こす要因となる。よっ
て、条件式（２）においてＤｅが下限を下回ると機構上レンズを保持できなくなり、Ｄｅ
が上限を超えると性能が低下すると共にレンズ面の法線角が大きくなりレンズの成型加工
上問題が生じる結果となる。
【００３８】
　回折光学面を備えた２枚構成のレンズは既に特開２００４－１９１８４４号公報ならび
に特開２００８－８９９４９号公報等により公知であるが、何れも回折光学面を持たない
基本構成レンズに回折光学面を付加した例であり回折光学面の配置位置及びその形状が明
確に規定されていない。大きな分散を有する回折光学面はその特質からレンズ構成と配置
位置及びその形状を最適化しないと有効的な効果を上げることが困難である。単色光や画
角が小さいなどの特定条件においては回折光学面の配置に関する自由度は大きいが、当該
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実施例のように白色光かつ広画角の撮像レンズにおいて回折光学面を有効に作用させるた
めには本発明の形態が最適である。また、本発明の目的とする白色光かつ広画角の撮像レ
ンズに関わるレンズは特開平１０－１６１０２０号公報等により公知であるが何れもＦナ
ンバー：８程度と口径比が小さく本発明のような大口径比のレンズに求められるような性
能や機構的な条件が大きく異なるため条件式（２）のような制約が課されない。
 
【００３９】
　本発明の回折光学面の位置は絞り直後の面間隔Ｌの位置に配されている。これは軸外光
束の光線の入射角の変化を出来るだけ小さくするためである。光線収差的には、第１レン
ズの第２面に回折光学面を配しても設計は可能であるが、回折光学面への主光線の入射角
の変化が大きくなり回折効率が低下する問題がある。実施例１において、第１レンズ第２
面と第２レンズ第１面のそれぞれについて主光線入射角より回折効率を比較したものを図
３および図４に示す。これより画角が大きくなると回折効率が低下することが判るが第２
レンズ第１面に回折光学面を配した方が回折効率の低下が小さいことが解る。
【００４０】
　実施例１では、Ｒ＝－０．３５４、Ｌ／Ｒ＝－０．１６８、Ｖ１／Ｖ２＝１．８７３、
（Ｌ／Ｒ）／（Ｖ１／Ｖ２）＝－０．０９０、Ｄｅ＝０．１０７であり、条件式（１）お
よび条件式（２）に規定される範囲にある。
【００４１】
　表１に、本実施例１の各レンズの曲率半径Ｒ（ｍｍ）、各面の光軸上の面間隔ｄ（ｍｍ
）、レンズ材質のｅ線における屈折率ｎおよびアッベ数ｖを示す。また、表の下段に本実
施例１の全系の焦点距離ｆ、Ｆナンバー、半画角ω、ならびに条件式（１）および条件式
（２）に対応する値を示す。なお、表１及び以下の表において、各記号に対応する番号は
物体側から順次増加するようになっている。
【００４２】
【表１】

【００４３】
　表２に本実施例１における非球面係数と回折光学面における光路差関数の各定数の値を
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示す。
【００４４】
【表２】
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【実施例２】
【００４５】
　本実施例２に関わる撮像レンズは実施例１と略同様のレンズ構成となっているが、第１
レンズと第２レンズのアッベ数が等しく、平均曲率半径Ｒの絶対値が大きくなり絞りから
第２レンズ第１面までの距離Ｌが小さくなることによりＬ／Ｒの値が相対的に小さくなっ
ている。その結果、実施例２では、Ｒ＝－０．５４６、Ｌ／Ｒ＝－０．０９２、Ｖ１／Ｖ
２＝１．０、（Ｌ／Ｒ）／（Ｖ１／Ｖ２）＝－０．０９２、Ｄｅ＝０．１３９となり、条
件式（１）および条件式（２）に規定される範囲にある。
【００４６】
　表３に、本実施例２の各レンズの曲率半径Ｒ（ｍｍ）、各面の光軸上の面間隔ｄ（ｍｍ
）、レンズ材質のｅ線における屈折率ｎおよびアッベ数ｖを示す。また、表の下段に本実
施例１の全系の焦点距離ｆ、Ｆナンバー、半画角ω、ならびに条件式（１）および条件式
（２）に対応する値を示す。なお、表１及び以下の表において、各記号に対応する番号は
物体側から順次増加するようになっている
【００４７】
【表３】

【００４８】
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　表４に本実施例２における非球面係数と回折光学面における光路差関数の各定数の値を
示す。
【００４９】
【表４】
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【実施例３】
【００５０】
　本実施例３に関わる撮像レンズは実施例１と略同様のレンズ構成となっているが、実施
例１と比較して絞りから光学回折面までの距離Ｌがより大きく第１レンズの縁厚Ｄｅがよ
り大きくなることで機構的な構造及びレンズ加工を容易にしている。その結果、実施例３
では、Ｒ＝－０．４２４、Ｌ／Ｒ＝－０．１６５、Ｖ１／Ｖ２＝１．８７７、（Ｌ／Ｒ）
／（Ｖ１／Ｖ２）＝－０．０８８、Ｄｅ＝０．１５５となり、条件式（１）および条件式
（２）に規定される範囲にある。
【００５１】
　表５に、本実施例３の各レンズの曲率半径Ｒ（ｍｍ）、各面の光軸上の面間隔ｄ（ｍｍ
）、レンズ材質のｅ線における屈折率ｎおよびアッベ数ｖを示す。また、表の下段に本実
施例１の全系の焦点距離ｆ、Ｆナンバー、半画角ω、ならびに条件式（１）および条件式
（２）に対応する値を示す。なお、表１及び以下の表において、各記号に対応する番号は
物体側から順次増加するようになっている。
【００５２】
【表５】

【００５３】
表６に本実施例３における非球面係数と回折光学面における光路差関数の各定数の値を示
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【００５４】
【表６】
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【００５５】
　光学回折面の効果を比較する比較例に基づいて説明すると、回折光学面無しで出来るだ
け色収差が小さくなるようなレンズ材質を使用しかつ実施例に近いレンズ構成としたので
、光学回折面を持たないものの実施例２に類似した形態となっている。
【００５６】
　表７に、比較例の各レンズの曲率半径Ｒ（ｍｍ）、各面の光軸上の面間隔ｄ（ｍｍ）、
レンズ材質のｅ線における屈折率ｎおよびアッベ数ｖを示す。また、表の下段に比較例の
全系の焦点距離ｆ、Ｆナンバー、半画角ωに対応する値を示す。
【００５７】

【表７】

【００５８】
　表８に比較例における非球面係数と回折光学面における光路差関数の各定数の値を示す
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。
【００５９】
【表８】

【００６０】
　表９に実施例１、実施例２、実施例３及び比較例の軸上色収差量を示す。なお、色収差
量はe線の波長５４６．１ｎｍを基準として波長４３５．８ｎｍから６５６．３ｎｍの範
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【００６１】
【表９】

【産業上の利用可能性】
【００６２】
　以上のように、本発明の撮像レンズによれば、回折光学面を最適な位置に配すことによ
り、２枚の構成枚数で色収差を極めて良好に補正することが可能であり、かつ、その他の
収差を実用的なレベルまで補正することが可能であり、生産効率が高く、電子式受光素子
に十分な明るさをもった大口径で高画質に対応した低コストのレンズを提供できる。特に
、小型化、低価格化の要求が強い携帯電話搭載用の撮像レンズの分野では効果が大きい。
【符号の説明】
【００６３】
Ｒ１　　第１レンズ第１面の非球面
Ｒ２　　第１レンズ第２面の非球面
Ｒ３、Ｒ５　　光束を制御するための鏡枠に相当する仮想面
Ｒ４　　絞り
Ｒ６　　第２レンズ第１面の回折光学面が形成された非球面
Ｒ７　　第２レンズ第２面の非球面
Ｒ８、Ｒ９　　カバーガラスの曲率半径
ｄ１～ｄ８　　軸上面間隔
Ｘ　　　光軸
Ｓ　　　結像面
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